
             
 

第 2章  処理の現状と課題 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

橿原市一般廃棄物処理基本計画 ［概要版（令和６年度改定後）］ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3章  ごみ処理基本計画  ・ 第 4章  生活排水処理基本計画  

第 1章  計画策定の趣旨 
 

一般廃棄物処理基本計画は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第 6条第 1項の規定に 

基づき、市町村が一般廃棄物処理に係る長期的視点に立った基本方針を明確にするものです。 

 

本市では、2010年に策定した前計画に基づ 

き様々な施策を展開してきましたが、未だ十分 

な目標の達成には至っていません。また、近年 

における少子高齢化の進展に伴う社会情勢の 

変化など、本市のごみ処理事業は新たな転換 

期に差し掛かっています。このような状況を受け、 

前計画における考え方を踏襲しつつ、時点修正 

を行うとともに、従来施策の見直し・拡充や新規 

施策を盛り込み、一層のごみの減量・資源化と 

ともに安定且つ適正な廃棄物処理を実現する 

ことを目的に改定を行います。                             

                           

                           

 

 

 

〔橿原市が目指す方向性〕  持続可能な環境をつくる 

〔ごみ処理〕 

総排出量と資源回収量・資源化率は減少傾向が続 

いています。また、高齢化の進展に伴い、ごみ排出が 

困難な世帯が増加しています。 

 

・ 少子高齢化などの社会構造の変化への対応 

・ 遺品整理などの一時多量ごみへの対応 

・ 資源化率の低迷 

・ 持ち去りや不法投棄などの不法行為の防止                       

・ 適正処理機能の継続的且つ安定的な確保  

    

                                            

〔生活排水処理〕 

生活排水処理率は上昇傾向にあるものの、依然として、未処理の生活 

雑排水が公共用水域へ放流されているところもあります。 
 

・ 生活排水処理率の向上 

・ 公共下水道の計画的な整備 

・ 適正処理機能の継続的且つ安定的な確保 

 

 

施策体系 

 

・生活排水処理率 

79.1％ → 90％以上 
 

 

数値目標 

・総排出量 

43,485 トン → 37,000 トン以下 
 

 

・資源化率 

12.4％ → 15％以上 
 

 

・河川のＢＯＤ値 

2.5mg/L → 5mg/L以下を維持 
 

 

・処理停滞日数 

0日を維持します 
 

※ 処理停滞日数の考え方 

 

   廃棄物の処理が滞った結果、生活環境の保全上重 

大な支障が生じ、又は生ずるおそれがある状況に至っ 

た日数を指します。 

● 地球環境  【目指す姿】 市民が環境保全と資源循環に高く関心を持ち、環境負荷の少ない持続可能な社会を築いています。 

● 生活環境  【目指す姿】 市民が、良好な生活環境で暮らすことができています。 

〔計画が目指す役割〕 

● 計画期間 2019年度 ～ 2028年度  （10年間） 

基

本

理

念 

排出抑制及び再使用を優先した 4Rの推進 

基

本

方

針 
有用資源の回収強化及び循環利用の促進 効率的で適正な処理システムの構築 生活排水対策の推進 

基本方針１ 基本方針３ 基本方針２ 基本方針１ 

具

体

施

策 

そ
れ
ぞ
れ
の
役
割 

○ 分別・排出ルールを遵守する 

○ 減量・資源化に積極的に取組む 

○ 環境に配慮した活動に取組む 

○ 自らの責任で適正に処理する 

○ 減量・資源化に積極的に取組む 

○ 地域環境活動に積極的に参画する 

○ 効果的な施策を実施する 

○ 市民や事業者の活動を支援する 

○ 安定的・効率的な処理システムを構築する 

市民 事業者 市 

施策１１  不法投棄対策事業 

施策６  集団回収促進事業 

施策７  廃棄物等収集事業 

施策８ 一般廃棄物収集運搬業許可事業 

施策９ クリーンセンターかしはら運営管理事業 

施策１  4Ｒ普及啓発事業 

施策２  処理手数料制度運用事業 

施策３  生ごみ減量化事業 

施策５  資源物処理事業 

施策４  ごみ搬入受付事業 施策１  生活排水対策事業 

施策３  浄化センター運営管理事業 

施策２  し尿処理対策事業 

ごみ処理基本計画 生活排水処理基本計画 

計画の位置づけ 

課題 

 

・焼却処理量 （本市由来分） 

37,885 トン → 32,000 トン以下  

 

 

 

施策１０  リサイクル館かしはら運営管理事業 

 
課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境基本法 

循環型社会形成推進基本法 

廃棄物処理法 

資源有効利用促進法  等 

第四次循環型社会形成推進基本計画 

ごみ処理基本計画策定指針 

生活排水処理基本計画策定指針 

橿原市第四次総合計画 
奈良県 

環境総合計画 
橿原市環境総合計画 

橿原市一般廃棄物処理基本計画  

（ごみ処理基本計画・生活排水処理基本計画） 

橿原市一般廃棄物処理実施計画 

奈良県 

廃棄物処理計画 

整合 

 
年次 総人口 世帯数 高齢化率 

2019（平成 31）年 121,905 53,362 28.2 

2020（令和 2）年 121,534 53,922 28.6 

2021（令和 3）年 121,156 54,564 29.0 

2022（令和 4）年 120,197 54,744 29.2 

2023（令和 5）年 119,607 55,356 29.4 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

2025 年 117,615 ―― 30.5 

2030 年 113,278 ―― 32.4 

総排出量 資源回収量・資源化率 



             
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

   

● 処理 
 

し尿と生活雑排水を併せて処理する合併処理形態を原則

とし、公共下水道を中心とした衛生的で安全且つ安定した処

理体制を推進するとともに、家庭内での発生源対策及び浄

化槽等の適正な維持管理等のソフト面での対策を並行して

実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設管理の目標  

① 計画的な整備     ②処理体制の効率化 

可燃性粗大 可燃性粗大 カン・ビン

有害物

 発電  熱有効利用

市内登録再生

利用事業者

カン・ビン
ペットボトル・

プラスチックボトル

新聞、雑誌類、

ダンボール

廃食用油・使用済小型家電

（BOX回収分）

 焼却残渣

使用済小型家電　など
最終処分場

大阪湾広域臨海環境整備センター

エネルギー回収 資源物等

金属類、缶類、紙類、ガラス類

他市町村

焼却残渣 資 源 回 収
 破砕残渣

ペットボトル、プラスチックボトル

乾電池、蛍光灯

市外登録再生

利用事業者

家電リサイクル品、廃食用油

他市町村

搬入分

焼却施設

クリーンセンターかしはら
破砕可燃

資源化・破砕選別施設

リサイクル館かしはら

食品リサイクル

による他市町村

搬入分

不燃物

不燃性粗大

不燃物

不燃性粗大

ペットボトル・

プラスチックボトル

新聞、雑誌類、

ダンボール

可燃ごみ 不燃物、粗大ごみ 資源ごみ 可燃ごみ 不燃物、粗大ごみ 資源ごみ

橿原市

家庭廃棄物 事業系一般廃棄物

集団回収 食品リサイクル

ごみ処理 

本計画については、Plan（計画の策定）、Do（実行）、Check

（評価）、Act（見直し）のいわゆる PDCAサイクルにより、継続的

に評価等を行います。 

廃棄物減量等推進審議会において、毎年、各具体施策の進

捗状況を評価・管理し、達成状況等をホームページ等で広く公

表するとともに、毎年度の実施計画の内容に適切に反映します。 

計画の進行管理 

● 収集・運搬 
 

適正な収集・運搬体制を確立し、分類排出されたごみを速やかに且つ安全に、また生活環境保全上支障がないよう収集します。 

また、現行の戸別収集を継続しながら、多様な市民ニーズ※に対応する収集サービスの導入を進めます。 

 

● 中間処理 
 

既存処理施設の計画的な保全により、将来のごみ量に対応できる処理機能を安定的に確保した上で、有用資源の回収及び循環

利用を図りつつ、域内で生じる廃棄物を適正に処理します。 

分別排出されたごみを、本市が所有する焼却施設（クリーンセンターかしはら）及び資源化・破砕選別施設（リサイクル館かしはら）

にて適正に処理します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設管理の目標  ① 計画的な整備    ② 安全で衛生的な環境の確保    ③ 広域支援体制の確立  

〔焼却施設〕 〔資源化・破砕選別施設〕 

● 最終処分 
 

  最終処分量の削減を図り、最終処分場のできる限りの延命化に努めます。 

  引き続き、大阪湾広域臨海環境整備センターに処分委託します。 

処理フロー 

・計画受入期間 
 
 
2032年度まで 

〔処理主体〕 
 

本市が処理を他に委託する場合であっても、処理基準に基づき適正処理を確保します。 

※ 事業系ごみの収集・運搬主体については排出者とします。 

・計画稼動期間 
 
 
2037年度まで 

・計画稼動期間 
 
 
2037年度まで 

〔家庭系ごみ〕 

〔事業系ごみ〕 
 

排出者自らの責任において適正に処理することを原則とし、本

市による収集は実施しません。市の処理施設へ自己搬入するか、

許可業者に処理委託することとします。 

許可制度の運用に当たっては、廃棄物処理法に基づき的確な

審査を行い、適正に運用します。 

〔分別区分〕 

処理フロー 

〔処理主体〕 

〔し尿処理施設〕 

・計画稼動期間 
 
 
2037年度まで 

処理体制 

生活排水処理 

 


